
【参考】セーフティネット住宅における住宅扶助等の代理納付の活用イメージ
（被保護者がセーフティネット住宅に新たに入居する場合）

被保護者
（セーフティネット住宅への新規入居者）

①賃貸借契約締結

福祉事務所
（保護の実施機関）

②契約締結の旨及び
家賃・共益費を連絡
（ケースワーカーがサポート）

③代理納付の可否の判断
・セーフティネット住宅情報提供システムの活用による物件確認
・代理納付を適用しない取扱いとして差し支えないケースに該当しないかの確認（※）
※口座振替を行うケース、住宅扶助費が満額支給されないケース 等

⑥代理納付の決定

（⑦の支払により住宅
扶助等の交付があっ
たものとみなす）

大家等
（セーフティネット住宅の登録事業者）

（注） 代理納付の適用にあたっては福祉事務所から大家等に対し意向確認が行われる。


